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Ϩ　はじめに
　学校給食は、昭和29年に制定された「学校
給食法」に基づき、児童生徒を対象に学校の
教育活動の一環として実施され、児童生徒の
心身の健全な発達に大きな役割を果たしてい
る。近年、偏った栄養摂取、朝食欠食など食
生活の乱れや肥満・痩身傾向など、子どもた
ちの健康を取り巻く問題が深刻化しており、
食を通じて地域等を理解することや、食文化
の継承を図ること、自然の恵みや勤労の大切
さなどを理解することが必要とされている。
学校給食で使用される食材は、単に給食とし
ての栄養摂取の役割が期待されるのみでなく、
「生きた教材」としての役割も合わせ持ち、と
くに地場農産物を身近な食材として実物を見
＊1 　TANAKA, Hiromi
北陸学院大学短期大学部　食物栄養学科
給食実務論
＊2 　NAKAYASU, Akira
愛媛大学　農学部　生物資源学科
たり、実物に触れたり、生産者から直接話を
聞くことにより、生活に密着していることを
学ぶ機会が増えている。また、学校給食は安
全で安心して提供されなくてはならないこと
からも、学校給食が及ぼす地産地消の効果は
大きいものと考えられる。
ϩ　研究方法
　地産地消について検討するにあたり、学校給
食に使用される野菜を取り上げ、学校給食の実
施献立表からその使用量について金沢市と松山
市の調査分析を行った。先行研究資料1）2）と
「中央卸売市場年報」3）を参考にして、「地場農
産物の活用」の現状と今後の課題について考察
した。さらに、地場農産物の利用拡大に関する
文献から利用拡大を推進するための施策や自治
体の取り組みを考察し、今後の課題について検
討した。
Ϫ　先行研究
　新澤の先行研究1）によると、学校給食におけ
る一人当たりの野菜の使用量は「たまねぎ」
「キャベツ」「じゃがいも」「にんじん」「だい
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たりの野菜の摂取量を350gと提唱している5）
ことを受け、学校給食においても摂取するよ
うに献立作成時に考慮していることをあげて
いる。
ϫ　結果と考察　
　1．年間使用量の比較
　金沢市と松山市の学校給食の献立から年間
使用量について調べた結果を表1-1、表1-2に示
した。比較するにあたり両市の年間給食回数
を192回に補正している。両市とも使用量が多
かった野菜は、先行研究と同様に「たまねぎ」
「きゃべつ」「じゃがいも」「にんじん」「だい
こん」「もやし」「こんにゃく」であった。そ
れらの経年変化をグラフで示したのが図1であ
る。「きゃべつ」と「じゃがいも」の使用量は
松山市で金沢市の1.5倍近くあり、それ以外で
松山市の方が金沢市より使用量の多かった野
菜は、「きゅうり」「小松菜」「ほうれん草」「チ
ンゲンツァイ」 であった。逆に金沢市の方が多
かった野菜は、「れんこん」「なす」「たけのこ」
であった。中でも違いが見られた食材の経年
変化をグラフに示したのが図2である。金沢市
の使用量が松山市の2倍近くあった野菜は「だ
いこん」「れんこん」であった。逆に「きゅう
り」「小松菜」「ほうれんそう」「チンゲン菜」
は松山市の使用量が2倍以上であった。「里芋」
と「さつまいも」については、松山市は「里芋」
が減少し、「さつまいも」は増加しているのに
対して、金沢市は逆に「里芋」が増加傾向で「さ
つまいも」は減少傾向にあった。次に、缶詰や
冷凍食品に使用される頻度が高い野菜につい
て比較したのが図3である。「たけのこ」は県
内産の出回る時期が極めて短く4月から6月に
限られることもあり、学校給食では年間を通
して缶詰が多く利用されているのだが、「たけ
のこ（缶）」の使用量が2009年度にかけて落ち
込んでいた。これは、2008年の冷凍ギョーザ
や中国産冷凍エダマメの農薬や殺虫剤混入の
事件の影響で中国産の需要が減ったことが考
えられる。また、金沢市では「とうもろこし
（缶）」と「トマト（缶）」の使用量が顕著に減
少していた。その他ではきのこ類で違いがみら
れた（図4）。金沢市では「えのきだけ」の使用
こん」の順で多く、一方で石川県産の野菜の経
年変化では、「ほうれんそう」が近年大きく使
用量を減らしており、1990年代までほとんど
使用されてなかった「小松菜」が2000年代に
入り急激に増加していることが報告されてい
る。また、きのこ類は学校給食での使用総量
が1980年代と比べて2000年代は約3倍に増え
2004年頃から「エリンギ」「まいたけ」も使わ
れるようになっている。しかし、市場では「だ
いこん」の出回りが最も多く、「トマト」「レ
タス」も上位に上がっている。学校給食で「ト
マト」「レタス」が上位に上がらないのは、
1986年の堺市でのO157食中毒事件から、学校
給食で生野菜の使用を控えていることが起因
している。反対に市場データの上位には上が
っていない「もやし」の使用量は学校給食で
多く、洗浄のみで使用できることと安価であ
ることから、大量調理では欠かせない食材だ
と考えられている。また、学校給食における地
場産物（県産食材）を使用する割合は高まって
きたものの食品の出回り状況としては、石川県
内産比率は年々下がり、野菜では1967年度の
約55.0％から2004年度には約20.0％と減ってお
り、金沢市の地場農産物学校給食利用拡大検討
委員会では数量、価格、時期に関する問題点が
上げられ、解決策を探っているのが現状であ
る。また、長期的に使用比率を高めるために
は、時期による献立の融通性を持たせることや
生産者側でも学校給食の需要にあった品目の生
産を増やすことが必要であると示唆している。4）
　一方、金沢市の学校給食献立について、宮
丸は平成21年度金沢市学校給食と平成19年度
国民健康・栄養調査報告の同年齢の食品群別
摂取量と比較した結果、学校給食では穀類の
小麦・加工品、種実類、野菜類のその他の野菜、
乳類の利用が多く、逆に野菜類の緑黄色野菜、
果実類、きのこ類、肉類、卵類などが少ない
ことを報告している。2）穀類の小麦・加工品が
多いのは、学校給食では週2回程度がパン食で
あるためであり、野菜のうちその他の野菜が
多いのは、厚生労働省が循環器疾患やがんの
予防に効果が期待できると考えられるビタミ
ンや食物繊維などを摂取するために国民1日当
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表１－１　金沢市と松山市の野菜の年間使用量
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表１－２　金沢市と松山市の野菜の年間使用量
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図２　野菜別の経年変化の比較
図１　学校給食における野菜の経年変化
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し記した。また、表2-2、表3-2には月別使用回
数と使用頻度を示した。松山市は「きゅうり」
の年間使用量、月別使用数量とも金沢市の2倍
以上であり、県内産の出周りは4月から11月ま
で全て70％以上を超えていた (表3-1参照)。金
沢市においても県内産の出荷が70％を超える
のは5月から7月であるが、4月と8月から12月
にも50 ～ 70％は出回っていることがわかる
（表2-1参照）。その結果から、「きゅうり」が近
年周年化傾向にある野菜であることが推察さ
れる。「たまねぎ」「じゃがいも」「にんじん」
については周年的に使用量、使用頻度とも多
いことは前述のとおりであるが、金沢市では
とくに県内産の出回る時期は限られており、
ほとんど県外産を使用していることが見受け
られた。しかし、松山市は、金沢市に比べて
学校給食の出現頻度が40％を超える主要野菜
では、「にんじん」以外の「たまねぎ」「キャ
ベツ」「じゃがいも」「小松菜」などにおいては、
かなり県内産が利用できていることが表3－1
量が松山市に比べて多く、「しめじ」も増加傾
向にあった。逆に「マッシュルーム」は減少
していたのは、中国産の需要が減ったことが
考えられる。松山市では、「しめじ」「えのき
だけ」「マッシュルーム」の順に使用量が多か
った。
2．県内産出回り状況の比較
　近年、野菜の出回りはハウス栽培の増加や
県外産あるいは外国産の入荷の拡大により周
年化傾向がみられる。学校給食において、地
場農産物の利用を進めるためには、県内産の
出回り状況を知る必要があるため、各市の市
場年報3）における県内産の出荷状況と学校給食
での使用状況について検討した。
　表2-1、表3-1は金沢市と松山市の学校給食に
おける月別使用数量（１人当たり）と県内産
出回り状況を示している。各市中央卸売市場
年報3）を参考に県産出荷率が高い時期を70％
以上、60～70％未満、30～60％未満に区分
図４　学校給食における野菜の経年変化
図３　学校給食における野菜の経年変化
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学校給食における地場農産物(野菜)の地域性と今後の課題
表２－１　学校給食使用食材の月別使用量と出荷時期（金沢市）
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表２－２　学校給食使用食材の月別使用回数と出現頻度（金沢市）
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表３－１　学校給食使用食材の月別使用量と出荷時期（松山市）
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表３－２　学校給食使用食材の月別使用回数と出現頻度（松山市）
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からも推察される。ほかにも「だいこん」「里
芋」「白菜」「れんこん」「京ねぎ」「なす」な
どにおいても70％以上調達できる期間が半年
近くあることがわかる。その要因は、愛媛県
では、近年野菜に対する消費者ニーズに応え
るために、地域別、品目別のきめ細かな対策
を取りまとめており6）、出荷期間の延長や形や
大きさの揃った野菜の注文など多様な要求に
対応した作付体型や周年供給体制の構築が進
んでいることや地場流通向けの生産活動を支
援し、県内野菜の自給率の向上を図っている
ことがうかがえる。これらの取り組みが、松
山市の１人当たり月別使用数量と出荷時期、
使用食材の使用頻度において「きゃべつ」「た
まねぎ」「きゅうり」など学校給食に多く使用
される食材についての周年供給体制を確立さ
せ、学校給食においても出回りの多い時期に
使用量を増加することにつながっている。「れ
んこん」「はくさい」については、両市とも出
回る時期が限られているが、出回りの時期と
図５　各野菜の月別使用量の比較
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だが、小学生の嫌いな野菜に必ず出てくる食
材でもあり、今後、食育指導と連携した児童
生徒の興味を引き出す取り組みも必要である。
　地場農産物の使用率を増やすためには、表
3-1、表3-2に示したように県産出荷率に合わせ
た献立作成が要求されるため、献立で使用す
る食材は、生産者や関係者と連携して出荷率
の低い時期は控えるといった考慮が必要とな
る。金沢市の私立H小学校の平成23年度学校
給食においても、使用された野菜の産地と「金
沢市中央卸売市場年報」の入荷量を検討した
ところ、使用頻度や使用量の多い食材が農産
物の収穫期の有無にかかわらず献立に使用さ
れている傾向がみられたことや県内産食材が
必ずしも市場の出回り量と一致していない傾
向が見受けられており、松山市のように学校
給食に多く使用される食材についての周年供
給体制を確立させることや同時に出回りの多
い時期に使用量を増やした献立を学校給食に
取り入れていくことが大切であることが言え
る。先にも述べたが、地産地消の推進には、
生産者、行政、栄養教諭や学校栄養職員、調
理員の協働が必要である。今治市においては
早くから有機農業や食育を柱としたまちづく
りに取り組み、学校給食の地産地消に貢献し
ている事例があった。7）
4．学校給食における地場農産物の活用状況
　まず、平成20年度と平成21年度の都道府県
別活用状況を表4、表5に示した。使用割合30
％超が平成20年度13道県から平成21年度23道
県に増え、使用割合20～30％が27府県から20
府県、使用割合20％未満は7都府県から4都府
県となっている8）。この結果は食育基本法の
下、食育推進計画に基づいて多くの取り組み
を継続的に実施してきている成果ともいえる。
また、何よりも子どもたちに安全で安心な食
材を提供し、おいしく食べてほしいという思
いもあることが推察される。食育推進計画に
おいても「地場農産物の活用の促進」が取り
上げられていることから、文部科学省による
学校給食における地場産物活用状況の全国平均
の推移は表6に示したとおりであるが、平成18
一致している。これは、野菜の旬を意識した
献立作成によるものと考えられる。一方で、
「さつまいも」「金時草」「チンゲン菜」「小松菜」
やきのこ類は周年出回っていることがわかる。
また、「もやし」「こんにゃく」「小松菜」「ねぎ」
「ホールコーン」「えのきだけ」「生姜」につい
ては両市とも周年使用している傾向がみられ
た。とくに、「小松菜」は、先にも述べたが県
内産の使用に有効であることや両市とも出周
りが周年化しているので学校給食の利用によ
る地産地消に効果が期待できる野菜であると
考えられる。 
　次に、野菜の月別使用量の比較を図5に示し
た。学校給食の特徴として学期始めや学期末
や夏休みなどの理由から、給食の実施が減る
ことで地場産使用比率が下がり、特に夏場に
出回る食材の消費につながらないなどの問題
がある。「たまねぎ」「にんじん」は両市とも
に使用頻度の高い野菜なのでその傾向がよく
わかる。両市について比較した中では、「だい
こん」「ねぎ」は、冬場で金沢市の方が圧倒的
に多かった。逆に「小松菜」「きゅうり」につ
いては、松山市の方が金沢市に比べて使用量
が多かった。
3．学校給食献立と野菜の使用量
　年間の給食回数と主食形態別の回数は、金
沢市は給食回数196回で、ご飯が59.2％、パン
が40.8％、松山市は、給食回数192回で、ご飯
が75.5％、パンが24.5％の割合であり、松山市
の方がごはん食の占める割合が高かった。松
山市はよりよい学校給食を目指して米飯週3回
の実施を掲げているが、今回の平成21年度に
ついては週3.8回となっており、地元産の米の
利用率が上がっていることがうかがえる。ま
た、野菜については、2005年以降、「小松菜」
「ほうれん草」「チンゲン菜」など青菜の使用
量が増加している。これは、食事摂取基準に
沿った献立作成上、一般的にカルシウム、鉄、
食物繊維が不足しがちであることも使用量の
増加の要因の一つと考えられる。きのこ類で
も、「えのきだけ」や「しいたけ」は、周年出
荷されているので、使用率を高めたいところ
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が18.7％とポイントは更に下がっている。石
川県と金沢市における地場産物活用の推移は
表7のとおりである。平成21年度に石川県内の
学校給食で、県産食材を使う割合が県目標の
30％を超えた市町は5市町にとどまっている。
情報を得やすく安心感のある地元食材の使用
を保護者が望んではいるものの、米などを除
いて主要農産物を県産でまとまった量を仕入
年度の22.4％に対し、平成22年度では25.0％で
あり目標達成が難しい状況であることを受け、
第2次の計画においても平成27年度までに30％
の数値目標としている8）。
　一方で、学校給食における地場農産物（県
産食材）を使用する割合は高まってきたもの
の地域差は大きいのが現状である。今回、調
査対象である2011年度の石川県内比率は野菜
表４　学校給食における地場産物活用率（平成20年度、都道府県別）
表５　学校給食における地場産物活用率（平成21 年度、都道府県別）
表６　学校給食における地場産物活用の推移
表７　石川県と金沢市の学校給食における地場産物活用の推移
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給食に地場産物を教材として使用することを
重要としていることと、地産地消による地域
農業及び関連産業の活性化といった、農林水
産省による取り組み推進を図る上でも有効な
手段としていることがあげられる。前述の地
場農産物活用率などの数値は、全国500か所程
度を抽出し都道府県を単位に集計され求めら
れているが、近年は都道府県値が非公開とな
っている。また、実際の地場産給食の取り組
みは、多くは市町村単位で実施されているた
め、“地場産物活用率”の低い都道府県におい
ても地域によっては、近郊農業を生かした優
れた取り組みを行っているところが多くある。
従って、指標では「地場産物」を「都道府県産」
としているが、地場産給食の実態を把握する
ためには、農林水産省が「生産者の顔が見え
る、話ができる関係であること」「産地と学校
給食（消費地）の距離は、近ければ近いほど
有利である」等としていることなどから考え
ると、「地場産物」とは、「市町村産」を意識
せざるをえない。それが、地域活性化につな
げるポイントになるのだろう。
　食育基本法において、地方公共団体の食育
推進計画が努力義務として規定されているこ
とから、石川県では平成19年3月に「いしかわ
食育推進計画(H19 ～ H23）」が策定され、県
民一人ひとりが、生涯にわたって食を考える
習慣を身につけ、食を大切にする心を持ち、
心身ともに健康で、豊かな人間性を育むこと
ができることを目的としている。金沢市は「い
しかわ食育推進計画」12)を受けて「かなざわ食
育プラン2007」13）が策定され、学校給食につい
て、「家庭、学校、保育所、幼稚園における取
組」の中で「学校・保健所等における健全な
食生活の習得」を基本的施策の一つとし、そ
の中で「特色ある学校給食や調理実習を通じ
た地元食材と食文化の理解の促進」を上げ、
学校における地元食材等を活用した調理実習
や給食での取り組みを通じて、地元の食材や
食文化への理解を深めることをねらいとして
いる。12）13）このように石川県では、様々な施策
で食育を推進してきているが、依然として食
習慣の乱れやそれに伴う健康への影響をはじ
れるのは困難である。石川県では平成17年度
に平成16年度策定の国の食育推進基本計画に
基づき、平成21年度末を目標とした5カ年の
「いしかわ食育推進計画」を策定し、学校給食
の県産食材の割合を国と同様の30％に設定し
ている。政府の食育白書によると、全国は平
成21年度で26.1％、石川県教育委員会による
と、県内は28.5％である。また、石川県外産の
入荷先については中部、関東、関西などの比
率が高かったものが、近年は、北海道や九州
など遠隔地の比率が高まっている。愛媛県教
育委員会によると学校給食地場産物活用状況
調査の平成21年度の結果は、新居浜市が31.0
％、四国中央市が28.0％、松山市が22.0％であ
る。野菜については、新居浜産が約25.0％、県
内産が約10.0％で、35.0％が県内産である。愛
媛県の『愛ある食卓　元気なえひめ』の食育
推進に当たっての目標の中で、学校給食にお
ける地場産物を使用する割合の増加として、
学校給食に地場産物を使用し、生きた教材と
して活用することは、地域の自然や文化、産
業等に関する理解を深め、また、生産者の努
力や、食に関する感謝の念をはぐくむ上で重
要であり、平成22年度までに目標としていた
30％以上（食材ベース）が達成できたので、
35％以上を目指すことが記載されている。9）10）
5．学校給食における地場農産物の利用拡大
　国は、各都道府県に推進地域を指定し、生
産者等から計画的かつ安定的に地場産物の納
入が図られるよう、学校と地域の生産者等の
連携体制を整え、地場産物を活用した学校給
食を食に関する指導の「生きた教材」として
活用できるようにするための方策等について
調査研究を行っている。また、農林水産省は、
学校給食における地場産物の利用を拡大する
ため、平成21年度から平成22年度までの緊急
的な措置として「学校給食地場農畜産物利用
拡大事業」により地場農畜産物の利用を拡大
する献立を実証する際の原材料費の助成等も
行っている11）。つまり、地場農産物の推進のね
らいには、食育推進基本計画の中の文部科学
省が推進する子どもへの食育において、学校
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っており、一般市場とは異なって景気の動向
を受けにくい「安定」した市場であることが
求められる。地産地消の推進においては行政
を柱としてJAなど地域と密接した組織・団体
が相互理解を深め、情報を共有化することで
地場農産物の利用拡大やその持続性が期待で
きるのではないだろうか。そこでは、県農政
部局と県教育委員会の連携と各小中学校の学
校長のリーダーシップのもとで栄養教諭や学
校栄養職員が専門性を生かした取り組みを地
場農産物の利用拡大に活かしていくことが、
21世紀における我が国の発展のために児童生
徒をはじめその家族・地域住民の豊かな人間
性を育くみ生きる力を身に着けていく食育の
取り組みの一助となると考えられる。
　さらに学校給食は、食育推進計画における
学校給食の充実の中で「生きた教材」として
活用されるものであるが、言うまでもなく食
事としての栄養面もおろそかにはできない。
学校給食の適切な実施については、学校保健
法等の一部を改正する法律により改正された
学校給食法の規定に基づき、「学校給食実施基
準」が平成21年3月31日に公布され、平成21年
4月1日から施行されている15）。その中の学校
給食の食事内容の充実等についての部分には、
学校給食摂取基準についての基本的な考え方
として、成長期にとくに必要なたんぱく質、
カルシウム、ビタミン、ミネラルの一部を除
いて、1日に必要な栄養量の3分の1としている
ことや「児童生徒が学校給食を通して、日常
又は将来の食事作りにつなげることができる
よう、献立名や食品名が明確な献立作成に努
めること」と明記されている16）ことより、学
校給食の献立が家庭の献立のモデル献立とし
ての役割を持つのである。食事の見本となる
給食レシピを家庭に伝えることは、とても効
果的な方策である。また、学校給食に地場農
産物を活用していることを伝えることは保護
者に「食」や「地域」に興味を持たせ、地産
地消の推進を家庭にも広げることにつながる
であろう。
7．地産地消の推進における今後の課題
めとする食にかかわる多くの課題があること
から、引き続き食育に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するため、「第2次いしかわ食
育推進計画」を策定している。また、県民の
環境に対する関心や食品に対する安全・安心
志向が高まっていることから、「石川環境保全
型農業推進計画」14）を策定し、生産から流通・
消費に至る課題を整理し、農業の各施策や支
援体制と連携しながら取り組んでいる。よっ
て、農業生産に伴う環境の負荷を軽減するこ
とや地場農産物や安全・安心な農産物、エコ
に貢献する農産物が消費者に認知されつつあ
る。先行事例としては今治市の安井7）による学
校給食からまちづくりへの取り組みが注目さ
れており、学校給食の食材の地元産使用を進
めることで地元産原料を使った加工品なども
増え、その使用を学校給食以外にも広げ、一
般家庭に普及させることで、市民の健康増進
に結びつくといった発想である。このような
取り組みを成功させるには、行政の積極的な
姿勢と継続する施策で市民、県民を引き込ま
なければならない。
6．地場農産物活用の期待される効果
　地場産物の活用状況を測る基礎指標として、
品目数、重量、カロリー、金額による利用率
があるが、品目数だけで地場産物の活用状況
を評価することはむずかしい。なぜなら、品
目数による地場産物活用率は、多品目の食材
を学校給食に結びつけたことは評価できるが、
同一品目の使用量（重量）を増やした成果を
評価できないことになるからである。市町村
では、重量ベースで地場農産物活用率を計算
しているところもみられることからも、使用
量から見た品目別地場産物活用率を検討が必
要と思われる。したがって、学校給食の地場
産物活用は、国の示す数値以上に、着実に進
展していると考えられる。
　また、学校給食は、全国で約5,000億円の食
材需要があると言われ、農業振興と食料自給
率の向上を図る上で有力な市場のひとつであ
ると考えられるが、学校給食がつくる市場は、
年間の食材費、必要な食材の時期、量が決ま
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ことが可能であると指摘している16）。教育の
一環として考えられている学校給食に対する
責任と学校給食を経験した子供が成人してか
らの食生活にも大きく影響を与えることに対
する責任として質のよい給食を実施すること
は現場で働く者の義務であるし、継続して取
り組むべき課題であろう。自治体が学校給食
での地場産物の利用に関する情報を児童・生
徒や保護者に発信することや地場産物を供給
する生産者との交流に取り組むことは食育の
推進の大きな力となっている。
Ϭ　まとめ
　「食育」とは、「食に関する知識と食を選択
する力を習得し、健全な食生活を実践するこ
とができる人間を育てる」ことであり、教育
の一環として位置づけられている学校給食に
おける地産地消の取り組みは、食育基本計画
の推進においても重要な部分を占め、食育の
大きな課題である。
　食育推進は、内閣府を中心に文部科学省、
厚生労働省、農林水産省が連携して取り組ん
でおり、食育基本法の制定により、我が国の
食農教育に取り組む姿勢が再認識され、行政
や教育サイドと連携をとりながら地産地消を
推進していくことで、食料自給率を高めるこ
とにつながっていくと考える。そこで、近年
食材の出回りや流通が大きく変化しているこ
とから学校給食における野菜を中心とした地
場農産物を取り上げ、使用食材の傾向と地域
性について検討し、地産地消の視点から学校
給食の役割と食育について考えた。
①学校給食の地場農産物（野菜）使用状況と
地域性から地産地消の推進を検証したところ、
出荷期間の延長に向けた周年供給体制の構築
や県内野菜の自給率の向上を図る取り組みも
あり、学校給食での使用量の増加に多くの団
体の協力を得ていることがわかった。さらに
推進に向けて栄養教諭、学校栄養職員も生産
者や関係者と連携していかなければならない
ことを確認した。
②地場農産物の推進のねらいを明確にし、期
待される効果と今後の課題について考察した
　学校給食における地産地消の取り組みや食
育効果については、多くの報告にもあるよう
に、食育基本法に基づいた「食に関する指導」
の教材として用いることで食育における効果
が期待できる２３）。学校給食の形態は単独校方
式、共同調理場方式、センター方式と様々で
あるが、2006年3月の食育推進基本計画で「学
校給食において都道府県単位での地場産物を
使用する割合の増加を目標とする」ことから、
学校給食において地場産物の活用を推進する
ための施策が積極的に展開されるようになり、
地域の実情に合わせた地産地消の取り組みを
行ってきている。近年、学校給食用物資に対
する国の助成措置が縮小、廃止され、県学校
給食会の果たす役割にも変化してきた中で、
地産地消が注目されることで、地域の特産物
を活用して学校給食用物資を開発する取り組
みも見られる。また、ほとんどの県学校給食
会が自県産米のみを供給している。大都市地
域においても、地元で生産された農産物を生
鮮食材としての利用だけではなく、原料とし
た加工・冷凍食品を積極的に開発している地
域もあり16）、今後さらに、地場産食材を使用し
た加工・冷凍食品に対する期待が高まること
が予想される。ただし、原料の生産・供給が
可能であっても適当な製造業者を確保するこ
とが困難であり、多くの施設や器具の整備が
必要となりそのための助成制度の創設や見直
しが国や県の行政に望まれることを内藤17）が
報告している。
　現在、学校給食の地産地消の推進は、市町
村単位で地域のJA等と連携しながら地場農産
物の供給を図っているが、大規模なセンター
給食に対応することは、市町村単独の取り組
みだけでは事務業務の負担、量的な確保、規
格、虫の混入、生育不良、価格などの制約を
受けることが多い。秋永ら18）によると地場産
物を学校給食に導入する際に起こりうる、前
述のようなことをデメリットと感じるのか、
それとも問題にはならないと感じるのかは、
各学校、給食調理場、自治体の事情や判断に
よるものが多く、関係者同士の理解を深めて
いけば、それぞれの状況に応じて対策をとる
－243－
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消と食育効果」筑波書房20106）鈴木洋
脇坂祐子、坂爪浩史：「学校給食における加工・冷
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ところ、地域の実情に合わせた取り組みがあ
り、大都市地域の地場産食材利用の開発など
多くの自治体の協力によって、学校給食の地
産地消が推進していることを再認識した。
　以上より、食品の流通システムが広域化す
る中で、学校給食における地産地消の推進に
は生産者、農業団体、行政、教育委員会、学
校長、栄養教諭などがそれぞれの専門性を活
かして連携をとりながら、取り組みを継続し
ていくことが大切であることを認識した。
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